

















　A は、昭和 54 年 11 月 19 日か、20 日頃から感冒気味であった。21 日夕方頃には喉を鳴ら
していたので、翌 22 日朝 9 時頃、X 2 は、Y1 医院を訪れ A の診療を依頼した。Y1 は、X2 へ







う前に木更津消防署に A の搬送を依頼した。同署の救急車は、同日 9 時 43 分 Y1 医院に到
着し、同 45 分にＹ1 医院を出発した。
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　救急車は同日午前 10 時 3 分、Ｙ2 病院に到着したが、到着後も同病院に A の入院を断ら









　同署指令室は、A が 1、2 時間の搬送に耐え得るか否かを診断してほしい旨依頼し、これ
に応じて 11 時 5 分、B 医師が救急車内で約 2 分間 A を診察した。Ｂ医師は、Ａが肺炎にか
かっているのではないかと考えたが、１、2 時間の搬送には耐えられると診断し、点滴等の
応急措置を取ることなく救急車を送り出した。
　救急車は、同日午前 11 時 7 分Ｙ2 病院を出発し、近くの路上で行先が決まるまで待機して
いたが、同 11 時 17 分、千葉市内の中島小児科医院がＡの入院を引受けてくれるとの確認を
得た。同日午後 0 時 14 分に中島医院に到着した。この時点でのＡの病態は、呼吸困難、喘
鳴、発熱、四肢冷感、奔馬調律が認められ、全身状態はぐったりしており、補液、酸素投
与、抗生物質、強心剤の投与がなされたが呼吸循環不全症状は改善されず、同日午後 3 時 A
は死亡した。




709 条）および（二）A 搬送に際しての B 医師の誤診にかかる使用者責任（民 715 条）であ
る。
　これに対し、本判決は、下記判旨のとおり、Y1 については過失なしとし、Ｙ2 については、
A に対するＹ2 病院の診療拒否が民事上の過失にあたり、当該診療拒否と A の死亡との間に





　（一）診療拒否について　「Ｙ2 は、Ｙ2 病院には適切な治療をする設備がないので A のた
めを第一に考えて他の病院への転送を依頼した行為は診療拒否にあたらないと主張する。A
のような気管支肺炎の患児の診療には入院設備が不可欠であると考えられるので、Ｙ2 病院
が木更津消防署から同月 22 日午前 9 時 45 分、最初に収容依頼を受けた際、入院設備が不十
分のため設備のある他の病院への転送を依頼したとしても、それが A のためを第一に考え
たものとするなら診療拒否にはあたらないと解せられる。しかしながら同 10 時 3 分、A を
乗せた救急車が同病院に到着した時点においても転送を依頼し、その後容易に A の収容先
が見つからないことを認識しながら、同 10 時 15 分、同 10 時 35 分にも転送を依頼し、同 11
時 5 分に B 医師が診察した後も転送を依頼したことは、もはや A のためを第一に考えた行
為とは言えず、診療拒否にあたると解される」。
　（二）医師法 19 条の応招義務について　医師法 19 条 1 項の「応招義務は、直接には公法
上の義務であって、医師が診療を拒否すれば、それがすべて民事上医師の過失になるとは考





なければならない（改正前の医療法 1 条・改正後の同法 1 条の 2）から、医師についてと同
様の診療義務を負っていると解すべきである」。






とが直ちに医師法 19 条 1 項の正当事由の解釈に影響を及ぼすものではないと解すべきであ
る」。
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にＹ2 病院が A の診療を拒否すれば、千葉市もしくはそれ以北、千葉県南部では夷隅郡まで
行かないと収容先が見つからないことを認識していたこと、同病院の小児外科の病棟のベッ
ド数は、現在は 6 床であるが、以前は同じ病室に 12、3 床のベッドを入れて使用していたこ














由なくして A の診療を拒否したのであるから、A の治療が手遅れになってしまった責任は、
専らＹ2 病院の側にあり、Y1 は、その後山田医師を通じて再度 A の入院を依頼していること
からも、診療義務を尽くしたと言えるので、過失はないと解せられる」。
【評釈】




（名古屋地判昭 58・8・19 判タ 519 号 230 頁）、②「木更津診療拒否事件」（千葉地判昭 61・7・




































二　医師法 19 条 1 項
　医療者による診療等引受の義務は、法令上医師に限定されてはいない。（一）歯科医師法
（昭 23 法 202）19 条 1 項にもとづく歯科医師の診察治療、（二）薬剤師法（昭 35 法 146）21
条にもとづく薬剤師の調剤、（三）保健師助産師看護師法（昭 23 法 203）39 条 1 項にもとづ
く助産師の保健指導に同旨の義務が課せられている。医師に限定していえば ―― 爾後、つ






























たあらゆる医師ないし医療機関が ―― Ｙ2 病院同様 ―― 患者第一を主張するにきまってい











集 15 巻 2 号 244 頁）。（二）当該注意義務の基準となるべきものは「診療当時のいわゆる臨
床医学の実践における医療水準」である（最判昭 57・3・30 民集 135 号 563 頁）。（三）この
医療水準の決定にあたっては「当該医療機関の性格、所在地域の医療環境の特性等の諸般の
事情を考慮すべきであり、右の事情を捨象して、すべての医療機関について診療契約に基づ
き要求される医療水準を一律に解するのは相当でない」（最判平 7・6・9 民集 46 巻 6 号 1499













　転医義務に関して法令の規定がある。（一）医師一般については、医療法（昭 23 法 205）1































ていた Y2 病院に患者搬送の救急車が到着している。Y2 病院は、搬送に先立って応急処置を




































和 51 年 2 月 1 日訴え提起の事件がある（下山瑛二「『たらい回し』訴訟の背景と問題点」
ジュリ 641 号 39-43 頁、鎌形寛之「患者『たらいまわし』訴訟」法時 48 巻 5 号 69-70 頁、
菅野耕毅「救急医療に関する法的問題」太田幸夫編『新・裁判実務体系 1　医療過誤訴訟
法』青林書院、2000 年、419 頁）。
2） ①名古屋地裁判決について、野田寛「判批」法時 56 巻 9 号 121 頁。③神戸地裁判決につ
いて菅野耕毅「医療過誤判例百選 第 2 版」214 頁、菊池馨実「判研」賃社 1129 号 34 頁、
手嶋豊「判批」判時 1479 号 198 頁、齋藤隆「判批」判タ 852 号 94 頁。
3） ②本判決について菅野耕毅「医療過誤判例百選」234 頁、加藤智明「判研」賃社 1011 号
27 頁、田上富信「判批」判時 1239 号 183 頁、山田卓夫「判批」ジュリ 873 号 88 頁。
4） 包括的定義をとる学説として大谷實『医療行為と法 新版』弘文堂、1990 年、39 頁があ
る。他方、実質的に定義（一）の診療義務に限定した上で問題を論じる研究や判批は多
数存在する（中森喜彦「医師の診療引受義務違反と刑事責任」法叢 91 巻 1 号 1 頁、齋
藤隆「判批」判タ 852 号 94-95 頁、加藤良夫編著『実務医事法 第 2 版』民事法研究会、
2014 年 520 頁〔山下登執筆〕等）。
5） 医療過誤訴訟における訴訟物について、井上哲男「医療過誤訴訟の証明責任・事実要件」









― 64 ―（64） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 25 巻　第 1号（通巻 47 号）
8）森・前掲注 6）359－360 頁。
9） 医療水準をめぐる最高裁判例と転医義務との関係について、濱本章子「転医義務違反」
福田剛久、髙橋譲、中村也寸志編『最新裁判実務体系 2 医療訴訟』青林書院、2014 年、
417-421 頁、西岡繁靖「転医義務違反」髙橋譲編著『医療訴訟の実務』商事法務、2013
年、304 － 305 頁を参照。
10） 須嵜由紀「転医義務」鈴木利廣監修、医療問題弁護団編『医療事故の法律相談 全訂版』
学陽書房、2009 年、43 頁。転医勧告義務については稲垣喬『医事訴訟と医師の責任』
有斐閣、昭和 56〔1981〕年（ことに本書の判例研究「13 転医の指示勧告義務」349 －
356 頁を参照）。
11） 濱本・前掲注 9 ）416 頁。このほか転医義務が診療契約上の債務内容の一を構成すると
明示するのは、松並重雄・最判解民平成 15 年度（下）638 頁、森脇正「転医義務」加
藤・前掲注 4 ）141 頁、西岡・前掲注 9）304 頁等。
12） 転医義務発生の要件および義務内容（適時・適切性等）等の問題について、西岡・前掲
注 9）303－318 頁。
13） 学説では、我妻栄『債権各論上』岩波書店、1956 年、19 頁および 67 頁、我妻栄・有泉
亨『法律学体系コンメンタール篇 3　債権法』日本評論社、1951 年、232 頁、野田・前
掲注 7 ）医事法（上）111 頁、大谷・前掲注 4）39 頁等。裁判例では、診療拒否事件の
三判決（①②③）すべてがこれを公法上の義務と解している。診療拒否事件ではない
が、④東京地判昭 56・10・27 判タ 460 号 142 頁、⑤東京地判昭 57・11・29 判タ 495 号
157 頁も同じである。とくに④判決においては、医師法 19 条 1 項の診療義務が「本来医
師の国に対する義務であって、右条項によって直接医師が患者に対して右義務を負担す
るものと解することはできない」と明言されている。
14） 菅野・前掲注 3 ）百選 235 頁、とくに「三　転送措置と診療拒否」を参照。同旨の解釈





（一）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭 25 法 123、以下精神保健福祉法）は、①措置入院（精






た者の医療及び観察等に関する法律（平 15 法 110）が制定され、対象行為をなした精神障害者について裁
判所の決定による入院が定められた（心神喪失処遇 42 条 1 項 1 号）。（二）感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律（平 10 法 114）は第一類および第二類感染症の蔓延防止のための入院措置（感
染 19 条・26 条）を規定する。
（11）
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